
以下の①から③のいずれかに該当しますか？ 

 

① 年金収入等が 80 万円以下で、 
預貯金等の合計が夫婦で 1,650 万円以下 

 
② 年金収入等が 80 万円超 120 万円以下で、 

預貯金等の合計が夫婦で 1,550 万円以下 
 

③ 年金収入等が 120 万円超で、 
預貯金等の合計が夫婦で 1,500 万円以下 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

預貯金等に含まれるもの 確認書類 

預貯金（普通・定期） 通帳の写し ※表紙・直近２か月間の写し（記帳済のもの） 

インターネットバンクの場合、直近２か月間の明細と口座残高ペー

ジの写し 

有価証券（株式・国債・地方債・社債など） 証券会社や銀行の口座残高の写し 

※直近２か月以内の写し（ウェブサイトの写しも可） 

金・銀（積立購入含む）など、購入先の口座残高

によって時価評価額が容易に把握できる貴金属 

購入先の銀行等の口座残高の写し 

※直近２か月以内の写し（ウェブサイトの写しも可） 

投資信託 銀行、信託銀行、証券会社等の口座残高の写し 

※直近２か月以内の写し（ウェブサイトの写しも可） 

タンス預金（現金） 自己申告 

 

 

 

 

本人及び配偶者の通帳など上記確認書類、本人及び配偶者の認め印、本人及び配偶者のマイナンバー 

通知カード、本人の介護保険被保険者証、申請に来られる方の身分証明書（運転免許証など官公署から 

発行された写真付きの書類、または医療保険証と年金手帳など官公署から発行された２つ以上の書類） 

介護保険施設（特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院）やシ

ョートステイを利用したときは、サービス費用の１割～３割に加えて、食費、居住費（ショートス

テイの場合は滞在費）、日常生活費を、ご本人が負担することが原則ですが、低所得の方については、

食費、居住費（滞在費）の負担軽減を行っています。令和３年８月から、在宅で暮らす方との食費・

居住費に係る公平性や負担能力に応じた負担を図る観点から、一定額以上の収入や預貯金等をお持

ちの方には、食費の負担額の見直しを行います 

◎預貯金等に含まれるもの（ご本人・配偶者の書類の提出が必要です） 

はい 

本人および本人と同一世帯の方は全員市民税が非課税ですか？ 

配偶者（世帯を分離している

配偶者を含む）はいますか？ 

配偶者（世帯を分離している配偶者を 

含む）は市民税が非課税ですか？ 

以下の①から③のいずれかに該当しますか？ 

 

① 年金収入等が 80 万円以下で、 
預貯金等の合計が 650 万円以下 

 
② 年金収入等が80万円超120万円以下で、 

預貯金等が 550 万円以下 
 

③ 年金収入等が 120 万円超で、 
預貯金等が 500 万円以下 

対象外です 

対象外です 

食費・居住費 

軽減の対象です 

対象外です 

はい 

はい 

はい 

はい 

いいえ 

いいえ 

いいえ 

いいえ 

食費・居住費 

軽減の対象です 

対象外です 

いいえ 

※負債（借入金・住宅ローンなど）は、預貯金等から差し引いて計算します。（借用証書などで確認） 

※生命保険、自動車、腕時計、宝石、絵画、骨董品、家財などは預貯金等に含みません。 

 

◎申請の際の持ち物 

食費・居住費の負担軽減対象者の判定方法 



 

 

 

 

 

 

 

利
用
者
負
担
段
階 

対象者 

負担限度額（日額） 

居住費（滞在費） 食費 

多床室 
従来型 

個室 

ユニット型 

個室的多床室 

ユニット型 

個室 

施設 

サービス 

短期入所 

サービス 

第
１
段
階 

・食費・居住費軽減の対象者で、 

老齢福祉年金を受給している方または生

活保護を受給している方のうち、 

預貯金等の合計額が単身で 1,000

万円、夫婦で 2,000 万円以下の方 

0 円 
490 円 

(320 円) 
490 円 820 円 300 円 300 円 

第
２
段
階 

・食費・居住費軽減の対象者で、 

前年の課税年金収入額※1＋非課税年金収

入額＋公的年金以外の合計所得金額※２

が年間 80 万円以下の方のうち、 

預貯金等の合計額が単身で 650 万

円、夫婦で 1,650 万円以下の方 

370 円 
490 円 

(420 円) 
490 円 820 円 390 円 600 円 

第
３
段
階 

① 

食費・居住費軽減の対象者で、前年

の課税年金収入額＋非課税年金収

入額＋公的年金以外の合計所得金

額が年間 80 万円超 120 万円以下

の方のうち、 

預貯金等の合計額が単身 550

万円、夫婦で 1,550 万円以下の

方 

370 円 
1,310 円 

(820 円) 
1,310 円 1,310 円 650 円 1,000 円 

② 

食費・居住費軽減の対象者で、前年

の課税年金収入額＋非課税年金収

入額＋公的年金以外の合計所得金

額が年間 120 万円以上の方のう

ち、預貯金等の合計額が単身

500 万円、夫婦で 1,500 万円

以下の方 

370 円 
1,310 円 

(820 円) 
1,310 円 1,310 円 1,360 円 1,300 円 

第
４
段
階 

食費・居住費軽減の対象外の方 
377 円 

(855 円) 

1,668 円 

(1,171 円) 
1,668 円 2,006 円 1,445 円 1,445 円 

●介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）と短期入所生活介護（ショートステイ）を利用 

した場合は（ ）内の金額です。 

 

湖西市役所 高齢者福祉課（介護保険係）  ☎ 053-576-1104 

！ 不正に負担軽減を受けた場合には、それまでに受けた負担軽減額に加え２倍の加算金（負担軽減額と併せ最大３倍）の納付 

を求めることがあります。 

 

◎利用者負担段階と負担限度額 

※１ 「課税年金収入額」とは、税法上、課税対象の収入となる公的年金等（国民年金、厚生年金など）の収入額です。 

※２ 「合計所得金額」とは、収入から必要経費などを控除した額です（扶養控除、医療費控除、社会保険料控除、基礎控除等の所得控除をする前の

金額です）。また、土地・建物の譲渡所得に係る特別控除がある場合は、長期譲渡所得および短期譲渡所得に係る特別控除額を控除した金額を

用います。 

・非課税年金に含まれるもの⇒国民年金、厚生年金、共済年金の各制度に基づく遺族年金・障害年金を指します。具体的には、年金保険者から通知さ

れる振込通知書、支払通知書、改定通知書などに「遺族」や「障害」が印字された年金（遺族基礎年金、障害厚生年金など）のほか、例えば「寡婦」

「かん夫」「母子」「準母子」「遺児」と印字された年金も遺族年金として判定の対象となります。 

※上記に該当しない年金のほか、弔慰金・給付金などは、「遺族」や「障害」という単語がついた名称であっても、判定の対象となりません。 

 


